











　本稿は、韓国の国際協力 NGO の活動動向を分析し、それが政府によって実施される ODA に
対して果たしてきた役割を明らかにすることを目的とする。そのために、第 1 に、1990年以降に
見られる韓国の国際協力 NGO の量的増加とその背景を探る。第 2 に、設立目的、地域別・分野
別援助に見られる動向を分析し、韓国の国際協力 NGO の活動上の特徴を指摘する。ここでは、
その特徴をより明確に示すために、可能な範囲で日本の国際協力 NGO との比較を行う。第 3 に、
NGO の事業を支援する ODA のスキームと具体的事例を用いた NGO による ODA へのアドボカ
シー活動に関する検討を行い、ODA と国際協力 NGO との関係性を考察する。これらの分析を




　2010年、韓国は経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development: 
OECD）の開発援助委員会（Development Assistance Committee: DAC）に加盟し、正式な援
助供与国として国際社会の貧困と開発問題に取り組むこととなった。韓国は、1987年に有償援
助の実施機関である対外経済協力基金（Economic Development Cooperation Fund: EDCF）
を設立し、1991年には無償援助の実施機関として韓国国際協力団（Korea International 
Cooperation Agency: KOICA）を設立した 1 ）。このように二国間援助の実施体制を整備した




貫性の向上に向けた改革を実施した（Kim 2012）。具体的には、2004年に 4 億2332万ドルで



































（Lumsdaine 1993）。前節で述べたように、このような傾向は韓国の ODA においても見られ
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ており、その結果、近年の韓国の ODA 行動は他の DAC 諸国の平均的行動に近づいている
（Kim 2012; Marx and Soares 2013）。実際、韓国の対アフリカ援助や低所得国向け援助におい
ては、貧困削減が援助配分決定要因の一つとなっている（Kim and Oh 2012; Yoon and Moon 
2014）。
　本稿では、韓国政府が世界の貧困を削減するための協調的取り組みを強化するようになった
重要な背景として、国際協力 NGO の役割に焦点を当てる。NGO、特にヨーロッパの NGO の
援助配分において、貧困削減は重要な決定要因である（Nancy and Yontcheva 2006）。また、
NGO による援助は ODA よりも途上国の貧困削減への貢献度が高い（Dreher, Molders and 
Nunnenkamp 2007; Koch, Dreher and Nunnnenkamp 2008; Nunnenkamp, Weingarth and 
Weisser 2008）。通常、NGO による援助事業は、途上国における現地のニーズに合わせた草の
根レベルでのきめ細かな対応が可能であり、世界の貧困を削減する上で ODA を補完する役割
を果たす（Kim and Potter 2014）。さらに、国際協力 NGO はアドボカシー活動を通じて
ODA が途上国の貧困削減のために実施されるように誘導することもできる。











稿では、韓国の国際協力 NGO の活動と ODA との関係に関する理解をさらに高めるために、





で日本との比較を交えることにする。 3 つ目は、ODA との関係性に関する分析である。この




ニシアティブ（International Aid Transparency Initiative: IATI）への加盟を事例に取り上げ
ながら、韓国の国際協力 NGO による ODA へのアドボカシー活動について述べていく。
　韓国には国際協力 NGO に関するデータベースが整備されておらず、正確な団体数や統一基
準に基づく活動内容を把握することは困難である。そのために、本稿では国際開発協力民間協
議会（Korea NGO Council for Overseas Development Cooperation: KCOC）が隔年で発行して
いる『韓国国際開発協力 CSO 便覧』からデータを収集した。韓国の国際協力 NGO の登録上の
法人形態は、社団法人、非営利民間団体、財団法人等、様々で、登録機関も統一されていない。
このような状況の中で、KCOC は2013年度版便覧の調査対象として、①NGO の協議体である
KCOC、国際開発協力市民社会フォーラム（Korean Civil Society Forum on International 
Development Cooperation: KoFID）、地球村貧困退治市民ネットワーク（Global Call to Action 
Against Poverty: GCAP）に加盟している団体と、②KOICA と官民連携事業を実施したこと
のある団体、③民間団体事業発掘支援事業への申請団体等をリスト化し、重複した団体を除く







タビューの内容を参考にした。なお、日本の国際協力 NGO に関するデータは、Kim and 
Potter（2014）を参照した。韓国と同様に、日本の国際協力 NGO に関してもデータ収集上の



























ム・ハンモム運動本部（One Body One Spirit、事業開始年度：1990年）の 5 団体のみであっ











































協力 NGO の成長につながった 5 ）。









を目的とする NGO のみならず、アドボカシーや研究を目的とする NGO が設立される背景に




















に海外向けの援助事業を始めた NGO がかなり存在する。『2013韓国国際開発協力 CSO 便覧』
に掲載されている114団体の設立目的を調べた結果、このような NGO は27団体（23.7％）に
上った。なお、本来の国際協力 NGO の目的である国際協力及び国際救助活動のために設立さ
れた NGO は83団体（72.8％）で、残りの 6 団体（5.3％）は対北朝鮮支援を設立目的にしてい

















　第 2 に、上記のテファ福祉財団のように、韓国の国際協力 NGO の中には設立と活動におい
て宗教が関連している NGO（58団体）が多い。その数は、関連宗教がない NGO（55団体）の
数を上回っている。中でも、新教（プロテスタント）ベースの NGO が42団体で最も多く、仏
教が 8 団体、円仏教とカトリック教がそれぞれ 4 団体である 9 ）（KCOC・KOICA 2014: 17）。
このように、韓国では、宗教が世界の貧困や開発問題及び自然災害に対する国民の関心を高め、
海外向けの援助活動を活発化させるのに大きく貢献してきた。特に、これは、宗教ベースの











　第 4 に、韓国の国際協力 NGO の援助は、地理的に近いアジア諸国に集中している。図表 2































NGO による援助 ODA NGO による援助 ODA
主要対象国 主要受入国 主要対象国 主要受入国
1 フィリピン（8.1） ミャンマー カンボジア（8.3） ベトナム
2 カンボジア（7.2） ベトナム フィリピン（7.1） アフガニスタン
3 ネパール（6.4） インド ベトナム（5.2） カンボジア
4 インド（6.2） インドネシア ミャンマー（4.6） スリランカ
5 タイ（5.6） アフガニスタン ケニア（4.0） タンザニア
6 インドネシア（5.4） イラク ネパール（3.8） バングラデシュ
7 スリランカ（4.6） タイ バングラデシュ（3.6） インドネシア
8 バングラデシュ（3.8） バングラデシュ ラオス（3.3） モザンビーク
9 ベトナム（3.4） 中国 モンゴル（3.2） フィリピン
10 中国（3.4） スリランカ エチオピア（3.1） モンゴル
出所： 日本の部分は Kim and Potter（2014: 95）の Table 2 から抜粋。韓国に関しては、KCOC・KOICA（2014: 25）の表10か








ウンドン（Global Civic Sharing）、ジグチョン・コンセンフェ（Good Hands）、韓国希望財団


















　それでは、以上のような韓国の国際協力 NGO が ODA において果たす役割は何であろうか。
韓国において NGO と ODA はどのような関係にあるのか。本節では、NGO の活動を支援する




















　この NGO 支援は、1995年に開始されて以来年々増加傾向にある。特に、国際協力 NGO の
組織数が飛躍的に増加し始めた2005年には、支援を受けた NGO の事業数は32件であったが、
2014年には82件に拡大した。2005年に20.11億ウォンであった総支援額も、2014年には125.96億
ウォンと、約 6 倍増した。また、2014年に支援を受けた NGO 事業（金額ベース）の56％はア





































　韓国の NGO が ODA の政策決定に参加する、あるいは、影響を与える手段には、次の 4 つ

































　第 3 に、情報公開請求権を行使することも ODA をめぐって政府と意思疎通を図る一つの手
















2015年12月韓国は IATI に加盟した。実は、その間、国際協力 NGO を中心とした市民社会は










　第 1 に、韓国では、国内向けの福祉事業を目的に設立された国際協力 NGO や、現在でも国
内向け事業を行いながら、国際協力 NGO としての役割を果たしている団体が多い。これは新
興ドナーである韓国ならではの特徴であるといえる。また、その成長には宗教が大きな役割を
果たした点や対北朝鮮支援を目的とする NGO が多い点等も、韓国の国際協力 NGO に見られ
る注目すべき特徴であった。第 2 に、韓国の NGO の援助事業は、日本と同様にアジアに集中
しているものの、アフリカに対する援助の割合も高い。特に、アフリカに対する援助事業は基
礎社会サービス分野に集中しており、このような地域別・分野別援助動向は、貧困削減に対す
る NGO の積極的な姿勢を表している。そのため、第 3 に、韓国政府は KOICA による市民社
会協力プログラムと国際貧困退治寄与金制度を通じて国際協力 NGO の事業を財政的に支援し、
政府による貧困削減への取り組みを補完する制度として活用している。第 4 に、NGO による
アドボカシー活動は、国際規範の遵守や透明性向上等を促進することを通じて、政府による
ODA の効果の向上に貢献している。
　このように、韓国の国際協力 NGO は ODA の役割を補完し、世界の貧困削減に対する韓国
の取り組みにおいて大きな貢献をしてきた。しかしながら、その活動には、西洋の国際協力
NGO に比べて次のような限界点がある。まず、第 1 に、韓国の ODA を通じた NGO の事業支
援の割合は非常に少ない。2013年に韓国の二国間援助に占める NGO への支援はわずか 2 ％で
あった。同年 DAC 加盟国では平均的に二国間援助の16％が NGO の事業の支援に配分された
（OECD 2015：231、235）。さらに、KOICA の市民社会協力プログラムは公募によって支援事
業が選定されるが、NGO の数が増加するにつれてこの資金を勝ち取るための NGO 間競争が
ますます激しくなってきている（Watson 2012: 97）。一方で、韓国の国際協力 NGO の中では、
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特に、中規模の団体（事業費総額 1 億ウォン～50億ウォン）の事業費に占める ODA 支援金が
20％から44％を占めている（KCOC・KOICA 2014: 43-44）。このような状況では、NGO の活
動の自律性を確保する問題も重要になってくる。






があり、このようなアドボカシー活動を行う NGO のネットワークとして KoFID 等が設立さ
れている。しかしながら、韓国ではアドボカシー、または、研究を目的として設立された国際
協力 NGO は、今のところ ODA Watch と ReDI のみである23）。














5 ） 筆者による韓国 NGO 関係者へのインタビュー（2014年 2 月 7 日ソウルにて実施）。
6 ） 筆者による韓国 NGO 関係者へのインタビュー（2014年 2 月 7 日ソウルにて実施）。
7 ） テファ福祉財団のホームページを参照した（http://www.taiwhafound.org/　2016年 3 月22日アクセ
ス）。監理教は、韓国のキリスト教の一派。





10） 同年、韓国の ODA 総額は16.9億ドルであった。韓国政府は DAC 加盟以降 ODA の継続的な増額を
行っており、国内では対北朝鮮援助を ODA に含めるかどうかの議論がここ数年続いている。
11） 日本の場合、ミャンマーは11位、ラオスは12位であった。
12） 国際 NGO センミョンヌリ（생명누리）のホームページを参照した。
 （http://www.lifeworld.or.kr/place_malawi　2015年 3 月 4 日アクセス）
13） 韓国健康管理協会（한국건강관리협회）のホームページを参照した。
 （http://www.kahp.or.kr/cms/doc.php?tkind=4&lkind=23&mkind=68　2015年 3 月 4 日アクセス）





16） 筆者による国会関係者へのインタビュー（2014年 2 月13日ソウルにて実施）。
17） 筆者による韓国 NGO 関係者へのインタビュー（2014年 2 月 7 日ソウルにて実施）。





19） 筆者による韓国 NGO 関係者へのインタビュー（2014年 2 月 7 日ソウルにて実施）。
20） 筆者による韓国 NGO 関係者へのインタビュー（2014年 2 月 7 日ソウルにて実施）。
21） 34900ウォンは、2012年韓国国民一人当たり ODA 負担金である（ユン・ジョ 2013：52）。
22） ユン・ジョ（2013：52-63）、筆者による韓国 NGO 関係者へのインタビュー（2014年 2 月 7 日ソウル
にて実施）、筆者による KOICA 職員へのインタビュー（2014年 2 月17日ソンナム市にて実施）を参
照した。
23） 筆者による韓国 NGO 関係者へのインタビュー（2014年 2 月 7 日ソウルにて実施）。
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